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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

売上高 （千円） 7,738,922 8,224,711 9,323,689 10,577,774 12,144,132 

経常利益 （千円） 345,209 394,170 543,903 691,673 249,496 

当期純利益 （千円） 133,579 157,071 254,488 359,137 36,877 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 135,000 135,000 135,000 135,000 1,661,855 

発行済株式総数 （株） 270,000 270,000 270,000 4,050,000 7,583,000 

純資産額 （千円） 601,559 734,236 964,502 1,294,922 4,439,534 

総資産額 （千円） 4,602,007 4,238,892 4,837,785 5,230,852 7,747,184 

１株当たり純資産額 （円） 2,227.99 2,719.39 3,572.23 317.19 585.45 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額） 

（円） 
100.00 

(－)

100.00 

(－)

125.00 

(－)

15.00 

(－)

5.00 

 (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 510.59 581.74 942.54 86.13 6.34 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 13.1 17.4 19.9 24.8 57.3 

自己資本利益率 （％） 25.6 23.5 30.0 31.8 1.2 

株価収益率 （倍） － － － － 89.9 

配当性向 （％） 19.6 17.2 13.3 17.4 78.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 301,730 662,048 916,065 △74,145 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △329,493 △280,068 △394,342 △1,417,921 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △470,558 △109,318 △360,447 2,431,855 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（千円） － 387,729 660,391 821,667 1,761,455 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

177 

(206)

198 

(117)

222 

(154)

222 

(186)

261 

(233)



４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．当社株式は平成18年４月14日付をもって㈱ジャスダック証券取引所に上場したため、株価収益率につきまし

ては第36期より記載しております。 

６．従業員数の（ ）外書は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

７．第33期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、仰星監査法人（旧東京北斗監

査法人）の監査を受けておりますが第32期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

８．平成17年11月25日付で株式１株につき15株の分割を行っております。 

９．平成18年４月13日付で有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増資（発行価格1,050

円、発行価額850円、発行価額の総額850,000千円、発行株式数1,000千株）を行っております。 

10. 平成18年10月26日付で締結した株式会社ファーストリテイリングとの業務・資本提携契約に基づき、平成18

年11月13日を払込期日とする第三者割当増資（発行価格870円、発行価額の総額2,203,710千円、発行株式数

2,533千株）を行っております。  



２【沿革】 

 当社は昭和36年に大阪市阿倍野区において松村洋祐（前代表取締役社長）が靴の小売店を創業したのに始まり、昭

和47年５月に大型ショッピングセンターへのチェーン店展開を目的にスズラン商事株式会社を設立し、平成14年２月

に株式会社ビューカンパニーの商号に変更し現在に至っております。 

 会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和47年５月 スズラン商事株式会社を大阪市淀川区に設立。 

昭和51年３月 本社を大阪市都島区に移転。 

昭和63年１月 物流センターを大阪府藤井寺市に開設（店舗閉鎖後物流センターに変更）。 

昭和63年８月 物流センターを神戸市長田区に移転。 

平成３年８月 靴下の小売店を展開する目的で有限会社ベルコ（現 株式会社ベルコ）（大阪市都島区）を設立。 

平成３年９月 物流センターを神戸市中央区に移転。 

平成６年５月 本社を大阪府東大阪市に移転。 

  物流センターを大阪府東大阪市に移転。 

平成８年２月 株式会社シィ・ヴィ・カンパニー（大阪府東大阪市）を設立。 

（靴の販売において、都心型を中心に店舗展開する目的で設立。） 

平成８年11月 三重県鈴鹿市にVIEW鈴鹿ベルシティ店を開店、中部・東海地方へ進出。 

平成９年９月 神奈川県横須賀市にVIEW横須賀店を開店、関東地方へ進出。 

平成10年10月 長野県松本市にVju松本店を開店、北陸・甲信越地方へ進出。 

平成11年４月 広島市南区にVIEW広島店を開店、中国地方へ進出。 

平成11年７月 有限会社ケィ・ヴィ・シー（東京都江戸川区）を設立。 

（靴の販売及び関東地区のマーケティングリサーチ及び経営情報の調査を目的に設立。） 

平成12年８月 大分県中津市にVIEW三光店を開店、九州地方へ進出。 

平成12年９月 有限会社ケィ・ヴィ・シーを清算。 

平成12年12月 高知県高知市にVIEW高知店を開店、四国地方へ進出。 

平成13年10月 本社を大阪市淀川区に移転。 

平成13年11月 大阪市北区にSHOES WORLD梅田店を開店。 

（売場面積168.32坪 大型店） 

平成14年１月 株式会社シィ・ヴィ・カンパニーを清算。 

平成14年２月 スズラン商事株式会社から株式会社ビューカンパニーへ商号変更。 

平成14年６月 札幌市中央区にVIEW札幌店、SHOES WORLD札幌店を同時開店、北海道へ進出。 

平成15年２月 株式会社ベルコの株式を売却。 

平成15年３月 宮城県黒川郡富谷町にVIEW仙台店を開店、東北地方へ進出。 

平成17年12月 石川県金沢市にＮＳＣ型（ネバフッド・ショッピング・センター）に新形態SHOES WORLD金沢を開

店。 

（小商圏型でローコスト運営を行い、今後の多店舗展開の新しい業態です。） 

平成18年４月  株式会社ジャスダック証券取引所に上場。  

平成18年９月  東京都渋谷区にオリジナルオンリーショップＣＯＯＩＣＩ原宿店を開店。  

平成18年10月  株式会社ファーストリテイリングと業務・資本提携契約を締結。 



３【事業の内容】 

 当社は平成19年２月20日現在北海道４店舗、東北４店舗、関東24店舗、北陸・甲信越５店舗、中部・東海10店舗、

近畿43店舗、中国３店舗、四国５店舗、九州５店舗、合計103店舗を全国に展開し、靴小売専門店のチェーン化戦略

を展開しております。 

 販売面では、ファッション性、健康面から靴に要求される機能を重視し、顧客ニーズを的確に反映させた適品を豊

富に揃えるとともに、対面接客販売方式にて個々のお客様のご要望に沿う体制を確立しております。 

店舗の特徴…… 当社の店舗は、主に「ＣＯＯＩＣＩ」「Ici」「ESSEnCE」「vju:」「VIEW」「ｍｕｓｅ」

「SHOES WORLD」「MEGA STAGE」の店名で展開しております。 

 店舗形態を「ＣＯＯＩＣＩ」「Ici」「ESSEnCE」「vju:」「VIEW」「ｍｕｓｅ」「SHOES WORLD」「MEGASTAGE」

と区分しているのは、ターゲット層のライフスタイルに合わせた効果的なブランドイメージを演出するためでありま

す。 

事業の部門別 特長 

婦人部門 
ケミカル商品を中心とした、リーズナブル価格でファッション性の高いパンプス、サンダル、

ブーツと履き心地を重視したカジュアル靴、コンフォートシューズを扱っております。 

紳士部門 
ニューファミリー向けに『ふだん』『休日』をテーマとしたカジュアルシューズと機能を重視

したウォーキングシューズをメインに扱っております。 

スニーカー部門 
ナイキ、アディダス、プーマの３大ナショナルブランドを中心に地域の顧客ニーズと業態に対

応したブランドスニーカーを扱っております。 

その他 特価商品と靴関連の付属商品を扱っております。 

店名 コンセプト 取扱部門 

ＣＯＯＩＣＩ 
「ＣＯＯＩＣＩ」（名称：クーイスイ）は、ヤング婦人靴を中心としたオリジ

ナル商品を揃えた店舗であります。 
婦人部門 

Ici  

「Ici」（名称：イスイ）では、25歳を中心としたファッションセンスをもった

ヤングアダルトを中心に人気のデザイナースブランドやインポートブランドの

中からハイセンスな商品をセレクトし、女性らしく上品なお店づくりにしてお

ります。  

婦人部門 
スニーカー部門 

その他 

ESSEnCE  

「ESSEnCE」（名称：エッセンス）は、母と娘、親子でショッピングができる二

世代型SHOPをテーマとして、店内は落ち着いた雰囲気のウッド調で、国内人気

ブランドからオリジナル商品まで、おしゃれのエッセンスがつまったお店づく

りにしております。  

婦人部門 

その他 

vju：  

「vju:」（名称：ビジュー）では、ビューカンパニーの主力ブランド「VIEW」

の姉妹店として、「VIEW」のラインナップに「vju:」オリジナルアイテムを加

え、さらにスペシャライズされた商品展開で、ワンランク上のオシャレをお手

伝いします。  

婦人部門  
スニーカー部門 

その他  

VIEW  

 「VIEW」（名称：ビュー）では、ヤングからミセスまで幅広い客層に対応した

リーズナブルな価格のケミカル商品を取り扱っており、40坪程度の店舗は婦人

靴、70坪程度の店舗は婦人靴とスニーカーを販売しております。 

婦人部門 
スニーカー部門 

その他 

ｍｕｓｅ 

「ｍｕｓｅ」（名称：ミューズ）は、ヤング層「高校生からＯＬ２～３年生ま

で」をターゲットとしたヤングカジュアル中心のポップで楽しいSHOPをテーマ

として、オレンジがテーマカラーのポップでファッション性を重視したお店づ

くりにしております。 

婦人部門 

その他 

SHOES WORLD 

「SHOES WORLD」（名称：シューズワールド）は、『楽しむ』『着こなす』『見

つけだす』をキーワードに婦人靴、スニーカー及び紳士靴を販売するファミリ

ー向けの大型店舗であり、スニーカーを主力商品としたあらゆる世代のカジュ

アル・ファッション・シーンに対応しております。 

婦人部門 

紳士部門 
スニーカー部門 

その他 

MEGA STAGE 

「MEGA STAGE」（名称：メガステージ）は、婦人靴、スニーカー及び紳士靴に

オリジナルブランド商品や一部インポート商品を加え、スタイリッシュなお店

づくりと品揃えをした大型店舗であります。 

婦人部門 

紳士部門 
スニーカー部門 

その他 



商品の特徴…… 当社の主力商品であるケミカルシューズは、革製品に比べ価格は約半分以下と格段に安く量産が

可能であります。そこで当社は、神戸市長田区のメーカーと協力して流行を捉えた婦人向けの「オ

リジナルブランド商品」の開発に力を注いでまいりました。 

 また、ヤングアダルトを中心に人気のある一流デザイナースブランドやイタリアを中心としたヨ

ーロッパのインポートブランドの中からセレクトした商品を取り扱っております。 

「事業系統図」 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

（注）有価証券報告書を提出しております。  

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、使用人兼務役員を含まない就業員数であります。 

     ２．従業員数欄の（ ）外書は、臨時従業員の年間平均雇用人数（１日８時間換算）であります。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４．従業員が前事業年度末に比べ39名増加しましたのは、新規出店に伴う新規採用によるものであります。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有 

又は被所有割合 
関係内容 

（その他の関係会社）            

  株式会社ファーストリテ

イリング（注） 
 山口県山口市  10,273

株式等保有を通じた

企業グループの統括

運営 

 被所有 

 33.4％ 
役員の兼任２名及び業務提携 

  （平成19年２月20日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

261（233） 28.8 4.8 3,363,189 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、個人消費に弱さが見られたものの、堅調な輸出と設備投資に支えられて緩や

かに拡大を維持してきました。 

 一方、小売業界におきましては、天候変調の影響によって商材の違いが企業業績に明暗をもたらし、靴小売業界

におきましても一部では気候の変動により季節関連商品の動きが鈍く低調な推移を辿りました。また、顧客ニーズ

の高度化、多様化に対応すべく企業戦略の見直しによる競争が激化し、異業種との業務提携や企業統合等の動きが

顕在化する中で、当社は株式会社ファーストリテイリングとの間で平成18年10月26日に第三者割当増資による業

務・資本提携を締結し、一段の業績向上と株主価値の極大化を目指していくことといたしました。 

 このような状況の中で、当社は①収益（売上総利益）の増強のための商品部機能の強化、特に婦人部門の強化、

②オリジナル商品開発「ＣＯＯＩＣＩ」（名称：クーイスイ）ブランド推進強化、③不振店改善特別チーム編成、

④ＮＳＣ（ネバフッド・ショッピング・センター）業態開発推進等の展開に努めてまいりましたが、特に下半期で

の婦人部門が気温の変調により苦戦いたしまた。 

 以上の結果、当事業年度の売上高は12,144,132千円（前年比14.8％増）、利益面では、オリジナルブランド広告

及び販促活動等の増加、新株発行に伴う費用などが増加いたしました結果、経常利益は249,496千円（前年比

63.9％減）、税引前当期純利益は167,655千円（前年比75.0％減）、当期純利益は36,877千円（前年比89.7％減）

となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当事業年度においては、財務活動で獲得した資金を固定資産の取得等の投資活動及び借入金の返済等で使用した

結果、当事業年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,761,455千円となり、前事業年度末に比べ

939,787千円増加いたしました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度は税引前当期純利益が167,655千円（前年比75.0％減）であり、営業活動の結果使用した資金は

74,145千円（前事業年度は916,065千円の獲得）となりました。 

 これは主に税引前当期純利益の減少、役員退職慰労引当金の176,919千円の減少（前事業年度は8,245千円の増

加）及びたな卸資産の251,682千円の増加（前事業年度は87,160千円の増加）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は1,417,921千円（前年比259.6％増）となりました。 

 これは主に定期預金の800,049千円の増加と新規出店及び改装に伴う有形固定資産の取得及び保証金の差入に伴

う支出745,430千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果得られた資金は2,431,855千円（前事業年度は360,447千円の使用）となりま

した。 

 これは主に株式の発行による収入3,062,434千円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 靴の小売業務以外の業務を営んでいないため、記載を省略しております。 

(2) 商品仕入実績 

 当事業年度の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注状況 

 靴の小売業務以外の業務を営んでいないため、記載を省略しております。 

(4) 販売実績 

①事業の部門別販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の部門別 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

婦人部門 4,146,431 117.7 

紳士部門 627,159 129.9 

スニーカー部門 2,246,619 112.5 

その他 240,354 148.8 

合計 7,260,565 117.8 

事業の部門別 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 

婦人部門 7,343,542 115.8 

紳士部門 1,005,343 121.3 

スニーカー部門 3,362,675 108.0 

その他 432,570 147.5 

合計 12,144,132 114.8 



②地域別販売実績 

 当事業年度の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．地域区分は、店舗の所在地によって分類しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地 域 別 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

売上高（千円） 前年比（％） 開店（店） 閉店（店） 期末（店） 

北 
海 
道 

北海道 271,875 113.2 － － 4

小計 271,875 113.2 － － 4

東 
北 

青森県 17,132 － 1 － 1
宮城県 66,806 99.8 － － 1
山形県  74,986 105.8 － － 1
福島県 68,343 93.9 － － 1
小計 227,269 107.9 1 － 4

関 
東 

茨城県 101,688 322.5 － － 1
栃木県 282,391 102.2 － － 3
群馬県 91,831 97.2 － － 1
埼玉県 410,248 104.6 － － 4
千葉県 359,500 102.8 － － 3
神奈川県 471,659 140.8 1 － 5
東京都 689,453 211.0 4 － 7
小計 2,406,774 133.2 5 － 24

北甲 
陸信 
・越 

富山県 338,568 101.8 － － 2

新潟県 86,606 101.9 － － 1

石川県 52,851 260.3 － － 1

長野県 61,675 104.3 － － 1

小計 539,702 108.6 － － 5

中東 
部海 
・ 

岐阜県 583,155 183.6 2 － 4

愛知県 806,730 125.6 1 1 6

小計 1,389,886 144.8 3 1 10

近 
畿 

三重県 442,439 102.8 － － 5

京都府 635,245 104.7 － － 5

大阪府 2,845,331 101.0 3 2 20

兵庫県 1,151,478 132.4 3 － 12

奈良県 526,108 106.9 － － 1

小計 5,600,603 107.4 6 2 43

中 
国 

島根県 55,854 104.6 － － 1

岡山県 598,003 98.1 － － 2

広島県 40,800 93.9 － 1 －

小計 694,658 98.4 － 1 3

四 
国 

徳島県 160,713 258.4 1 － 2

愛媛県 402,005 102.0 － － 2

高知県 131,080 98.8 － － 1

小計 693,799 102.9 1 － 5

九 
州 

福岡県 154,167 85.0 1 1 2

佐賀県 23,227 － 1 － 1

熊本県  49,820 － 1 － 1

大分県  92,346 107.6 － － 1

小計 319,561 119.6 3 1 5

合計 12,144,132 114.8 19 5 103 



３【対処すべき課題】 

  今後の見通しにつきましては、消費動向に回復の兆しは見えるものの、小売業にとっては企業淘汰の潮流が強まる

など依然厳しい状況が続くものと考えております。 

 このような環境の中、当社は、①商品力の強化、②店舗オペレーションの強化、③人材の活性化に取り組んでまい

ります。 

 なお、上記諸課題の早期実現に向けて、平成18年10月26日に株式会社ファーストリテイリングと業務・資本提携を

締結し、株式会社ファーストリテイリンググループの有するノウハウや経営資源の活用を通じて顧客サービスの向上

と収益の拡大を図り、当社としてはグローバルに展開するアパレル小売企業グループを目指す株式会社ファーストリ

テイリングの経営目標に貢献していくことで、相互に企業価値の向上を図ってまいります。 

① 商品力の強化 

 商品分析をベースとしたＭＤ（マーチャンダイジング）精度の向上により、仕入商品やオリジナル商品の強化を図

り、売れ筋商品や顧客に適合した商品の拡充による売上効率の向上を図ってまいります。 

② 店舗オペレーションの強化 

 エリアマネジャー機能強化により、店舗の顧客ニーズに対応した売場作り、品揃え、演出、サービスを行い、地元

顧客に密着し愛される店舗運営を実践してまいります。 

③ 人材の活性化 

 株式会社ファーストリテイリンググループとの人材交流により、同社のオペレーションノウハウを実際に体験し、

それぞれの部署で個々人の能力開発を行ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下には、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

また、当社として必ずしも特に重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社の

事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方針ですが、

当社の経営状況及び将来の事業についての判断は、以下の記載事項及び本書中の本項以外の記載を慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載における将来に関する事項については、有価証券報告書

提出日現在において当社が判断したものであります。 

①出店について 

 当社は、全国に103店舗を展開、運営していますが、効率的なドミナント形成の原点に立ち、ナショナルチェーン

としてあるべき戦略の観点から中期的に年商300億円、長期的に年商1,000億円に向け邁進しております。しかし、出

店に際して、基本的に土地・建物の賃借を想定していることから、デベロッパーの出店ペースに依存する部分もあ

り、貸主との交渉にも左右されかねません。以上のことから、当社の計画どおりに出店を行うことができない場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②大規模小売店舗立地法について 

 当社は、大規模小売店舗立地法の適用を受けるショッピングセンター等へ出店を進めているため、同法による規制

が、当社の出店計画に間接的に影響を及ぼす可能性があります。 

③定期建物賃貸借契約について 

 当社は、店舗の出店にあたっては極力自社所有を行わず、賃借物件による出店を行っていく方針であります。 近

は定期建物賃貸借契約に基づく出店が増加しておりますが、当社の計画どおりに再契約を行うことができない場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④退店政策について 

 当社の出店先であるショッピングセンターの店舗政策や経営環境の悪化等により、当社が退店を余儀なくされ、予

期せぬ退店に伴う費用及び損失が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤集客力の低下について 

 当社は、テナントとしての出店が多いため、ショッピングセンター等の集客力が低下した場合には、当社の既存店

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥季節の天候不順や自然災害について 

 当社の業績は、季節の天候不順の影響を受ける場合があります。冷夏や暖冬などの天候不順は消費者の季節商品に

対する購買意欲の低下に繋がり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、台風・地震・洪水等の自然災

害による被害の発生は、協力工場の生産体制に影響を及ぼすとともに、災害発生地域の消費の低迷をもたらすため、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦店舗物件に対する保証金、敷金及び売上金について 

 当社は出店にあたっては貸主に敷金・保証金を差し入れており、テナントでは原則として、売上金をショッピング

センターに預け入れております。これら債権については、相手先の経営破綻等により回収不能となり、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

⑧減損会計の導入による影響について 

 当社は、当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 しかしながら、今後において固定資産に減損の兆候が認められ、減損損失の認識をすべきと判断された場合には、

その減損処理が発生し、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



⑨競合・価格競争について 

 当社の所属する業界は競合も激しく、価格競争も厳しいものがありますが、当社は「競合を制し、価格競争に勝

つ」ことを敢えて目的にはせず、「お客様のニーズに合った製商品を如何にして提供していくか」の１点に絞った戦

略と営業活動に注力してまいりました。今後もこの方針に則り経営諸活動に注力いたしますが、結果として競合や価

格競争に晒され、売上や収益の逓減による業績悪化等の影響を受ける可能性があります。 

⑩顧客情報管理について 

 当社の店舗では、顧客に配布しているポイントカードや購買履歴を含む個人情報を保有しております。当社では個

人情報については慎重に取扱い、かつ厳格に管理してまいりました。個人情報保護法の施行を機に、組織体制、シス

テム、社内ルール等について見直しを行い、情報管理機能の向上を図っておりますが、システムの瑕疵や、他動的な

要因で顧客情報漏洩等の可能性を完全に排除できるものではなく、万一発生した場合には業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

⑪有利子負債の金利変動について 

 当社は、新規出店に伴う設備投資については、銀行借入による調達を基本としており、当事業年度末では、負債純

資産合計に占める有利子負債割合が9.1％となっており、今後の金利動向によっては、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

⑫為替相場の変動について 

 当事業年度における当社の商品仕入額に占める輸入仕入比率は0.9％（62百万円）であります。現在は輸入比率も

低く、かつ為替予約によるリスクヘッジも行っておりますので、為替変動が業績に大きく影響するところまでには至

っておりませんが、今後輸入比率を引き上げる計画でありますので、為替変動の影響も順次高まっていくものと考え

ております。このため、為替の変動幅の大きさによっては為替変動リスクを完全に回避できるものではなく、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年10月26日に株式会社ファーストリテイリング（以下、「ファーストリテイリング」）と業務・資本

提携契約を締結しております。 

I. 業務・資本提携について 

１．業務・資本提携の理由 

 ファーストリテイリングと当社は、両社の一段の業績向上と株主価値の極大化を目的に業務・資本提携を締結

することといたしました。本業務・資本提携は、平成18年４月14日におけるＪＡＳＤＡＱ上場を通じた当社認知

度の向上及び当社の積極的な提携先模索の結果、ファーストリテイリングの有するノウハウや経営資源の活用を

通じて顧客サービスの向上と収益の拡大を図れるとの判断から両社で合意するに至りました。当社としてはグロ

ーバルに展開するアパレル小売企業グループを目指すファーストリテイリングの経営目標に貢献していくことで

相互に企業価値の向上を図ってまいります。 

  

２．業務・資本提携の内容 

 ファーストリテイリングの当社への資本及び経営参加を通じた当社の事業維持、発展及び企業価値の極大化を

目的に、ファーストリテイリングと当社は、下記事項を主な内容とする業務提携契約及び株式引受契約を締結い

たしました。 

(1) 第三者割当増資  

 当社はファーストリテイリングとの業務・資本提携に基づき、今後の業容拡大に伴い将来発生する資金需要に

備えること及びファーストリテイリングとの事業提携強化を目的に、同社を割当先とする第三者割当増資を実施

いたしました。 

(2) 業務提携内容 

 当社はファーストリテイリングとの業務提携に伴ったプロジェクトチーム等の設置後、主に以下の事項を通じ

て、お客様への一層のサービス向上及び当社の企業価値向上を目指してまいります。  

① ファーストリテイリングによる店舗オペレーションに関するノウハウの提供    

② 当社の独自企画商品強化に関するファーストリテイリングの支援 

③ 提携効果の早期実現を目的とした人事交流の実施 

④ ネット販売システムの構築支援    

⑤ 共同商品企画等の実施 

(3) 取締役及び監査役の就任 

 業務・資本提携の締結、それに伴う第三者割当による新株式発行の結果、ファーストリテイリングは当社の主

要株主となるため、当社はファーストリテイリングが有するノウハウを円滑に取り入れていくため、有価証券報

告書提出日現在、同社が指名する取締役３名及び社外監査役１名を受け入れております。  

  

３．日程  

平成18年10月26日（木曜日）：本業務・資本提携締結日  

平成18年10月26日（木曜日）：本業務・資本提携効力発生日  

  

II. 第三者割当による新株式発行について 

１．第三者割当増資の趣旨  

 当社はファーストリテイリングとの業務・資本提携に基づき、今後の業容拡大に伴い将来発生する資金需要に

備えること及びファーストリテイリングとの事業提携強化を目的に、同社を割当先とする第三者割当増資を実施

いたしました。 

２．第三者割当増資による新株式発行の要領 

    (1) 発行新株式数     普通株式 2,533,000株  

    (2) 発行価格       １株につき 金 870円  

    (3) 発行価額の総額    2,203,710,000円 

    (4) 資本組入額      １株につき 金 435円  

    (5) 資本組入額の総額   1,101,855,000円  

    (6) 申込期日       平成18年11月13日（月曜日）  

    (7) 払込期日       平成18年11月13日（月曜日） 

    (8) 新株券交付日     平成18年11月13日（月曜日）  

    (9) 割当先及び割当株式数 株式会社ファーストリテイリング 2,533,000株  



    (10)割当新株式の譲渡報告に関する事項等  

 新株式の発行から２年以内に業務・資本提携内容が変更・解約された場合でも、割当先との間において、

割当新株式発行日（平成18年11月13日）より２年間において当該割当新株式の全部または一部譲渡した場合

には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等

を当社に書面にて報告することの内諾を受けております。  

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されておりま

す。 

 財務諸表の作成にあたっては、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、これらについて

は、過去の実績や現在の状況等を勘案し合理的と考えられる見積り及び判断を行っております。 

 なお、当社が財務諸表を作成するにあたり採用した重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1)

財務諸表 重要な会計方針」に記載のとおりであります。 

(2) 経営成績の分析 

①売上高 

 当事業年度におきましては、東北地域に１店舗、関東地域に５店舗、中部・東海地域に３店舗、近畿地域に６店

舗、四国地域に１店舗、九州地域に３店舗、計19店舗の新規出店、契約満了等により、中部・東海地域で１店舗、

近畿地域で１店舗、中国地域で１店舗、九州地域で１店舗、計４店舗の閉鎖及び改装により近畿地域で１店舗の一

時閉鎖を行いました。また、前事業年度に出店した12店舗が12ヶ月間稼動いたしました効果とオリジナルブランド

「ＣＯＯＩＣＩ」強化のための広告等を実施、さらに既存店舗につきましては商品の拡充及び改装等を行った結

果、既存店売上高は前年比1.9％増となりました。 

 この結果、当事業年度の売上高は前事業年度と比べ1,566,357千円増加し、12,144,132千円（前年比14.8％増）

となりました。 

  事業部門別に見ますと、婦人部門では、上半期では季節商品の立ち上がり時期は気温が低く苦戦いたしましたが

その後は堅調に推移いたしました。なお、下半期は全般的に気温が高く季節商品の販売が苦戦し、在庫処分による

販売単価への影響もありましたが、前事業年度に出店した店舗の年間稼動及び当事業年度の新規出店により

920,546千円増加したことで、売上高は前事業年度と比べ1,001,023千円増加し、7,343,542千円（前年比15.8％

増）となりました。 

 紳士部門では、カジュアル系の靴の動きに支えられたことと、前事業年度に出店した店舗の年間稼動及び当事業

年度の新規出店により114,673千円増加したことで、売上高は、前事業年度と比べ176,477千円増加し、1,005,343

千円（前年比21.3％増）となりました。 

スニーカー部門では、ナショナルブランドの価格の低下と他店との価格競争は激しさを増しましたが、前事業年

度に出店した店舗の年間稼動及び当事業年度の新規出店により286,041千円増加したことで、売上高は前事業年度

と比べ249,573千円増加し、3,362,675千円（前年比8.0％増）となりました。 

その他部門では、ロープライス商品の継続販売にて堅調に推移し、前事業年度に出店した店舗の年間稼動及び当

事業年度の新規出店により76,610千円増加したことで、売上高は前事業年度と比べ139,284千円増加し、432,570千

円（前年比47.5％増）となりました。 

②売上総利益 

 当事業年度の売上総利益は、売上高の増加に伴い、前事業年度に比べ636,743千円増加し、5,134,934千円（前年

比14.2％増）となりましたが、売上総利益率は42.3％と前事業年度と比較して0.2ポイント低下いたしました。こ

の売上総利益率の低下の主な要因は、スニーカー部門は価格競争により0.5ポイントの低下、婦人部門では気温の

変調による季節商品の値下げ販売の影響で0.4ポイントの低下によるものであります。 

③営業利益 

 当事業年度の販売費及び一般管理費は、新規出店に伴う賃借料の増加及び店舗人員の配置による人件費の増加、

上場記念キャンペーン及びオリジナル商品の広告宣伝活動等に係る費用の発生により、前事業年度と比べ972,513

千円増加し、4,927,753千円（前年比24.6％増）となり、販売費及び一般管理費の対売上高比率は、40.6％と前事

業年度に比べ3.2ポイント上昇いたしました。 

 以上の結果、当事業年度の営業利益は、前事業年度と比較して335,769千円減少し、207,180千円（前年比61.8％

減）となりました。 



④経常利益 

 当事業年度の営業外収益は、売上増加に伴う仕入増加によって各店の配送代行料とシステム管理料が増加したこ

とにより事務代行料が139,423千円（前年比8.7％増）となったこと及び仕入割引が39,383千円（前年比10.3％増）

となったことにより、前事業年度と比較して12,873千円増加し、195,368千円（前年比7.1％増）となりました。 

また、営業外費用は、株式会社ジャスダック証券取引所上場に伴う一般公募増資及び第三者割当増資に係る株式

交付費117,275千円を計上したこと等により、前事業年度と比較して119,281千円増加し、153,052千円（前年比

353.2％増）となりました。 

以上の結果、経常利益は、前事業年度と比較して442,177千円減少し、249,496千円（前年比63.9％減）となりま

した。 

⑤税引前当期純利益 

 当事業年度の特別利益は、保険解約返戻金13,664千円を計上いたしました。 

 また、特別損失は、退店及び店舗の改装に伴う固定資産除却損及び原状回復費49,040千円、役員退職慰労金

46,423千円等を計上し、前事業年度と比較して75,552千円増加し、95,505千円（前年比378.7％増）となりまし

た。 

 以上の結果、税引前当期純利益は、前事業年度と比較して504,072千円減少し、167,655千円（前年比75.0％減）

となりました。 

⑥当期純利益 

 当事業年度の税金費用（法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計額）は、税引前当期純利益の減少に

伴い、前事業年度と比較して181,812千円減少し、130,778千円（前年比58.2％減）となりました。 

以上の結果、当期純利益は前事業年度と比較して322,260千円減少し、36,877千円（前年比89.7％減）となりま

した。 

(3) 財政状態の分析 

①資産 

 当事業年度末における流動資産は、前事業年度末に比べて2,357,524千円増加し、4,618,222千円（前年比104.3 

％増）となりました。これは、新株発行等による現金及び預金1,739,837千円の増加、新規出店等による商品

251,367千円の増加等によるものであります。 

 当事業年度末における固定資産は、前事業年度末に比べて158,807千円増加し、3,128,962千円（前年比5.4％

増）となりました。これは、新規出店等に伴う差入保証金105,561千円及び有形固定資産258,174千円の増加と、保

険の解約による保険積立金150,110千円の減少等によるものであります。 

 以上の結果、当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べて2,516,331千円増加し、7,747,184千円

（前年比48.1％増）となりました。 

②負債 

 当事業年度末における流動負債は、前事業年度末と比較して95,591千円減少し、2,935,933千円（前年比3.2％

減）となりました。主な減少内容は、未払法人税等207,500千円の減少であります。 

 当事業年度末における固定負債は、前事業年度末と比較して532,688千円減少し、371,716千円（前年比58.9％

減）となりました。主な減少内容は、長期借入金322,054千円の減少及び役員退職慰労引当金176,919千円の減少で

あります。 

 以上の結果、当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べて628,280千円減少し、3,307,650千円（前

年比16.0％減）となりました。 

③純資産 

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末と比較して3,144,612千円増加し、4,439,534千円（前年比

242.8％増）となりました。これは、当事業年度に新株発行を行い、資本金が1,526,855千円、資本準備金が

1,652,855千円増加したことによるものであります。 



(4) 資本の財源及び資金の流動性の分析 

①財政政策 

 当社の所要資金は、大きく分けて設備投資資金及び運転資金の２つとなっております。 

 資金調達は基本的に、営業活動によるキャッシュ・フローからもたらされた増加資金を設備投資にまわしつつ、

新規出店資金等により不足する設備投資資金については、長期借入金等によって調達を行う方針であります。 

②キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度の営業活動の結果使用した資金は74,145千円（前事業年度は916,065千円の獲得）となりました。 

 これは主に税引前当期純利益167,655千円を計上した一方、役員退職慰労引当金の176,919千円の減少及びたな卸

資産の251,682千円の増加があったことによるものであります。 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は1,417,921千円（前年比259.6％増）となりました。 

 これは主に定期預金の800,049千円の増加と新規出店及び改装に伴う有形固定資産の取得及び保証金の差入に伴

う支出745,430千円によるものであります。 

また、財務活動の結果得られた資金は2,431,855千円（前事業年度は360,447千円の使用）となりました。 

 これは主に株式の発行による収入3,062,434千円があったことによるものであります。 

この結果、キャッシュ・フロー全体では前事業年度に比べ939,787千円増加しております。 

(5) 戦略的現状と見通し 

 当社は、競争環境への対応を図りながら、①商品力の強化、②店舗運営オペレーション力の強化、③人材の活性

化を目指しております。また、ファーストリテイリンググループとの人材交流等により当社のオペレーションの効

率化を推進してまいります。 

 こうした基本方針のもと、当社は中期的目標として年商300億円、長期的目標として年商1000億円に向け邁進し

てまいります。次期（平成20年２月期）におきましては、改革元年と位置づけて取り組みますが、詳細につきまし

ては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」をご参照下さい。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度における設備投資につきましては、小売チェーン店舗網拡大のための出店を中心とした新規出店戦略の

ため、1,024,252千円の設備投資を実施いたしました。 

 その主なものは、次のとおりであります。 

イ．当事業年度中に完成した主要設備 

 新規出店      19店舗   内装設備の投資          481,124千円 

 新規出店      15店舗   差入保証金の投資         329,813千円 

 店舗改装       ２店舗   内装設備の投資            22,721千円 

 基幹システムに係る工具、器具及び備品の投資              31,081千円 

 就業管理システム等ソフト開発及びインフラ整備の投資  13,551千円  

 ネット販売システムソフト開発の投資                   7,007千円  

ロ．当事業年度において継続中の主要設備の新設、拡充 

 来期の新規出店 ３店舗 内装設備の投資                16,127千円 

 来期の新規出店 ５店舗 差入保証金の投資              92,256千円  

 なお、当事業年度において、退店等により135,284千円の設備を除却しております。 



２【主要な設備の状況】 

 当社は、北海道、東北、関東、北陸・甲信越、中部・東海、近畿、中国、四国、九州で合計103店舗を運営してお

ります。 

 また、東大阪市に物流センターを設けております。 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

    平成19年２月20日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具、器具
及び備品 

土地 
（面積㎡） 

差入保証金 その他 合計 

北 
海 
道 

北海道４店舗 店舗設備 8,375 17,211 － 50,503 2,019 78,110 
5 

(8) 

小計 － 8,375 17,211 － 50,503 2,019 78,110 
5 

(8) 

東 
北 

青森県１店舗 店舗設備 5,567 10,912 － 11,112 1,689 29,280 
1 

(3) 

宮城県１店舗 店舗設備 1,977 3,234 － 39,637 3,520 48,370 
2 

(2) 

山形県１店舗  店舗設備  3,020 3,298 － 10,000 － 16,319 
1 

(2) 

福島県１店舗 店舗設備 1,894 2,561 － 12,643 － 17,098 
1 

(2) 

小計 － 12,459 20,006 － 73,392 5,209 111,068 
5 

(9) 

関 
東 

茨城県１店舗 店舗設備 3,289 6,607 － 15,000 1,360 26,257 
1 

(3) 

栃木県３店舗 店舗設備 5,169 7,441 － 58,154 1,045 71,811 
5 

(5) 

群馬県１店舗 店舗設備 2,175 2,243 － 14,734 669 19,822 
1 

(2) 

埼玉県４店舗 店舗設備 10,811 14,747 － 56,628 570 82,757 
7 

(6) 

千葉県３店舗 店舗設備 11,118 23,893 － 32,493 170 67,675 
5 

(7) 

神奈川県５店舗 店舗設備 8,518 22,602 － 138,394 1,884 171,399 
7 

(12) 

東京都７店舗 店舗設備 45,433 54,491 － 145,323 2,036 247,285 
11 

(21) 

小計 － 86,515 132,028 － 460,726 7,738 687,009 
37 

(56) 

北 
陸 
・ 
甲 
信 
越 

富山県２店舗 店舗設備 4,700 4,930 － 37,648 214 47,493 
4 

(6) 

石川県１店舗 店舗設備 6,513 8,897 － 9,470 1,065 25,947 
1 

(3) 

新潟県１店舗 店舗設備 2,532 4,990 － 20,895 1,229 29,647 
1 

(3) 

長野県１店舗 店舗設備 786 147 － 10,000 － 10,934 
1 

(2) 

小計 － 14,534 18,965 － 78,013 2,509 114,022 
7 

(14) 

 



    平成19年２月20日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具、器具
及び備品 

土地 
（面積㎡） 

差入保証金 その他 合計 

中 
部 
・ 
東 
海 

岐阜県４店舗 店舗設備 19,522 33,365 － 76,339 6,043 135,270 
10 

(11)

愛知県６店舗 店舗設備 12,604 24,973 － 129,660 2,718 169,956 
12 

(16)

小計 － 32,126 58,339 － 205,999 8,762 305,227 
22 

(27)

近 
畿 

三重県５店舗 店舗設備 6,447 11,547 － 137,608 1,215 156,818 
9 

(8)

京都府５店舗 店舗設備 12,164 12,652 － 101,145 1,139 127,101 
11 

(12)

大阪府20店舗 店舗設備 48,959 61,845 － 493,959 23,471 628,236 
42 

(47)

兵庫県12店舗 店舗設備 55,415 65,194 － 201,779 7,778 330,168 
22 

(28)

奈良県１店舗 店舗設備 5,093 7,523 － 46,825 1,573 61,015 
7 

(7)

小計 － 128,081 158,763 － 981,317 35,179 1,303,341 
91 

(102)

中 
国 

島根県１店舗 店舗設備 3,010 2,968 － 19,760 286 26,024 
1 

(2)

岡山県２店舗 店舗設備 3,275 5,868 － 29,692 32 38,867 
8 

(9)

小計 － 6,285 8,836 － 49,452 318 64,892 
9 

(11)

四 
国 

徳島県２店舗 店舗設備 5,955 16,647 － 28,020 4,375 54,999 
3 

(3)

愛媛県２店舗 店舗設備 4,207 5,333 － 44,677 － 54,218 
8 

(3)

高知県１店舗 店舗設備 － 134 － 14,940 － 15,074 
1 

(3)

小計 － 10,162 22,115 － 87,638 4,375 124,292 
12 

(9)

九 
州 

福岡県２店舗 店舗設備 4,275 12,183 － 16,216 1,082 33,757 
3 

(3)

大分県１店舗 店舗設備 1,258 2,068 － 10,000 － 13,327 
1 

(2)

佐賀県１店舗  店舗設備  5,556 6,913 － 20,200 － 32,670 
1 

(2)

熊本県１店舗  店舗設備  14,984 17,426 － 31,110 1,451 64,972 
1 

(6)

小計 － 26,075 38,591 － 77,526 2,534 144,726 
6 

(13)

店舗計 － 324,617 474,858 － 2,064,567 68,646 2,932,690 
194 

(249)

本社 

（大阪市淀川区） 

統括業務施

設 
2,653 12,097 － 29,528 13,481 57,760 

39 

(3)

湯布院 

（大分県大分郡湯布院町） 
保養所 6,168 － 

34,608 

(145.73)
－ － 40,776 

－

 (－)

本部 

（大阪府東大阪市） 

統括業務施

設 
1,714 28,395 － 14,000 23,829 67,939 

25 

(3)

 



 （注）１．従業員数の（ ）は、臨時従業員を外書しております。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、構築物、車両及び運搬具、ソフトウェア、長期前払費用（１年内含む）の合

計であります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．物流センターについて、上記以外に業務委託により、中部物流センターは三重県いなべ市藤原町（委託先：

㈱ロイヤル）、関東物流センターは埼玉県児玉郡上里町（委託先：ＮＥＣロジスティクス㈱）、関西物流セ

ンターは大阪府高槻市（委託先：ＮＥＣロジスティクス㈱）にあります。 

    平成19年２月20日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具、器具
及び備品 

土地 
（面積㎡） 

差入保証金 その他 合計 

物流センター 

（大阪府東大阪市） 
物流倉庫 594 755 － － 794 2,144 

3 

(2)



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、中期経営計画に沿って策定しております。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改装及び除却等の計画は次のとおりであります。 

(1)重要な設備の新設等 

 （注）１．投資予定金額には、差入保証金を含んでおります。 

２．資金調達に関して保証金と設備資金は、平成18年11月13日を払込期日とした第三者割当増資により調達した

資金でまかなう予定であります。 

３．東北地区１店舗は、平成19年２月24日に新規オープンしております。 

関西地区１店舗は、平成19年２月24日に改装オープンしております。 

関東地区１店舗は、平成19年３月７日に新規オープンしております。 

関東地区１店舗は、平成19年３月12日に新規オープンしております。 

関東地区１店舗は、平成19年４月20日に新規オープンしております。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 事業部門の名称 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
増加予定 
売場面積
（㎡） 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

東北地区１店舗

（注３） 
 新規出店 ＣＯＯＩＣＩ  46,348 27,187 自己資金 

平成19年

２月 

平成19年

２月  
185.12 

関西地区１店舗

（注３）  
改装  ＣＯＯＩＣＩ 70,750 36,093 自己資金 

平成19年

２月  

平成19年

２月   
148.76 

関東地区１店舗

（注３）  
 新規出店  Essence 24,121 2,286 自己資金  

平成19年

２月   

平成19年

３月   
125.95 

関東地区１店舗

（注３）  
 新規出店  ＣＯＯＩＣＩ 53,538 32,492 自己資金  

平成19年

２月   

平成19年

３月   
162.64 

関東地区１店舗

（注３）  
 新規出店  Ici  31,007 1,916 自己資金  

平成19年

３月   

平成19年

４月  
160.99 

本社 
 移転 

内装設備 
－  76,600 － 自己資金  

平成19年

３月   

平成19年

６月   
－ 

関東地区１店舗

（注３） 
 新規出店 Essence 31,418 － 自己資金  

平成19年

５月   

平成19年

６月   
132.23 

関東地区１店舗  

  
 新規出店  vju:  32,240 － 自己資金  

平成19年

９月   

平成19年

10月   
112.40 

東北地区１店舗   新規出店  
SHOES 

 WORLD  
69,765 － 自己資金 

平成19年

９月   

平成19年

10月   
396.69 

九州地区１店舗   新規出店 ｍｕｓｅ 33,700 － 自己資金  
平成19年

10月   

平成19年

11月   
132.23 

関東地区１店舗  新規出店  Essence  32,694 － 自己資金 
平成19年

10月   

平成19年

11月   
132.23 

関西地区１店舗   新規出店  
SHOES 

  WORLD   
59,903 － 自己資金  

平成19年

10月  

平成19年

11月   
330.57 

中国地区１店舗   新規出店  ｍｕｓｅ  33,700 － 自己資金  
平成19年

10月   

平成19年

11月   
132.23 

中国地区１店舗   新規出店  ｍｕｓｅ 15,700 － 自己資金  
平成20年

１月   

平成20年

２月   
132.23 

中国地区１店舗   新規出店  vju：  36,300 － 自己資金  
平成20年

１月    

平成20年

２月    
231.40 

関東地区１店舗   新規出店 Essence  29,820 － 自己資金  
平成20年

１月     

平成20年

２月     
132.23 

本社  
基幹システム

再構築  
 － 148,476 － 自己資金  

平成19年

８月      

平成20年

２月      
－ 



(2)重要な設備の除却等 

（注）平成19年６月に本社事務所移転を計画しております。 

   この移転に伴う現状回復等に要する費用を約49百万円を見込んでおり、これらは自己資金を充当する予定です。  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
事業部門の
名称 

除却の内容 

帳簿価格（千円） 

除却予定年月 
減少予定 
売場面積 
（㎡） 建物 

工具、器具
及び備品 

合計 

北陸・甲信越地区

１店舗  
店舗  

SHOES 

  WORLD   
閉店除却  6,220 8,155 14,375 平成19年２月  313.06 

本社  事務所設備   － 移転  4,036 664 4,700 平成19年６月  － 

北海道地区１店舗 店舗   vju:  閉店除却 1,541 1,474 3,015 平成19年８月  129.25 

北海道地区１店舗  店舗  ｍｕｓｅ   閉店除却  2,120 5,399 7,519 平成19年８月  147.90 

中部・東海地区 

１店舗 
店舗  

SHOES 

   WORLD    
閉店除却  2,879 7,442 10,321 平成19年８月  335.63 

関西地区１店舗  店舗   vju:   閉店除却  1,323 4,927 6,250 平成19年８月  148.16 

関西地区1店舗 店舗  
SHOES 

   WORLD    
閉店除却  4,730 12,411 17,141 平成19年８月  438.84 

関西地区１店舗  店舗  
NIKE 

 SHOP  
閉店除却  4,111 6,268 10,379 平成19年８月  158.51 

中国地区１店舗  店舗  VIEW  閉店除却  － 2,104 2,104 平成20年２月  326.61 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,200,000 

計 20,200,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年２月20日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年５月15日） 

上場証券取引所名又は登録証券業
協会名 

内容 

普通株式 7,583,000 7,583,000 株式会社ジャスダック証券取引所 ― 

計 7,583,000 7,583,000 ― ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）  １．有償株主割当（２：１） 90,000株 

発行価格               500円 

資本組入額              500円 

２．株式分割（１株を15株に分割）をいたしました。 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）  1,000,000株 

         発行価格              1,050円 

              発行価額                850円  

        資本組入額              425円 

        払込金総額          976,000千円 

４．有償第三者割当        2,533,000株 

              発行価格                870円 

        資本組入額                435円   

        払込金総額        2,203,710千円 

        割当先            株式会社ファーストリテイリング 

(5）【所有者別状況】 

（注）証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「その他の法人」に7単元含まれております。  

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年３月26日 

（注１） 
90,000 270,000 45,000 135,000 － 12,000 

平成17年11月25日 

（注２） 
3,780,000 4,050,000 － 135,000 － 12,000 

平成18年４月13日  

（注３）  
1,000,000 5,050,000 425,000 560,000 551,000 563,000 

平成18年11月13日  2,533,000 7,583,000 1,101,855 1,661,855 1,101,855 1,664,855 

  平成19年２月20日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 6 20 4 － 314 350 － 

所有株式数

（単元） 
－ 429 25 2,865 575 － 3,684 7,578 5,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.66 0.33 37.81 7.59 － 48.61 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）１．上記信託銀行の所有株式数は、信託業務に係る株式を次のとおり含んでおります。  

      日本マスタートラスト信託銀行株式会社     156,000株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  70,000株 

      ２．株式会社ファーストリテイリングは、平成18年11月13日払込第三者割当増資により主要株主となりました。 

      ３．スパークス・アセットメント・マネジメント株式会社から、平成19年１月15日付の大量保有報告書の写しの送

付があり、同日現在で465千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者     スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

 住所        東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎 

 保有株券等の数   株式 465,000株 

 株式等保有割合   6.13％ 

  平成19年２月20日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株） 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

株式会社ファーストリテ

イリング 
山口県山口市佐山717番地1 2,533,000 33.40 

松村 洋祐 大阪市淀川区 2,086,140 27.51 

エイチエスビーシー ファ

ンド サービシイズ スパ

ークスアセット マネジメ

ント コーポレイテッド 

（常任代理人：香港上海

銀行東京支店） 

  

  

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

  

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

370,000 4.87 

ビューカンパニー従業員

持株会 

大阪市淀川区宮原三丁目４番３０号    

ニッセイ新大阪ビル１１階        

株式会社ビューカンパニー内 

275,668 3.63 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

 東京都港区浜松町２丁目11番３号  259,000 3.41 

大阪中小企業投資育成株

式会社 
大阪市北区堂島浜一丁目２番６号 250,000 3.29 

藤井 征男 堺市美原区 235,375 3.10 

エイチエスビーシー バン

ク ピーエルシー アカウ

ント アトランテイス ジ

ャパン グロース ファン

ド 

（常任代理人：香港上海

銀行東京支店） 

  

  

2COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK 

  

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）  

144,000 1.89 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 88,000 1.16 

松村 昇 大阪府吹田市 79,680 1.05 

計  ― 6,320,863 83.35 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決数の数７個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年２月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）   普通株式 7,578,000 7,578 － 

単元未満株式   普通株式     5,000 － － 

発行済株式総数   普通株式 7,583,000 － － 

総株主の議決権 － 7,578 － 

  平成19年２月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

     該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

 剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき平成19年５月15日開催の定時株主総会決議により、１株当た

り５円の配当を実施することを決定いたしました。 

 内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び今後の新規出店等のために有効活用し、事業の拡大に努めてい

く所存であります。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年８月20日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。 

 なお、当事業年度は中間配当についての取締役会決議を行っておりません。 

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年４月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、第35期以前の株価については該

当事項はありません。  

 (2)【最近６月間の月別最高・最低株価】  

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

最高（円） － － － － 2,500 

最低（円） － － － － 545 

月別 平成18年９月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 

最高（円） 1,322 1,120 1,289 890 720 727 

最低（円） 1,120 801 849 690 545 570 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
－ 福谷 智之 昭和42年９月29日生

平成２年４月 ㈱野村證券入社 

平成９年５月 ㈱ファーストリテイリング入社 

平成14年９月 同社営業部大阪地区スーパーバイザー 

平成16年３月 同社営業部関西地区ブロックリーダー 

平成17年11月 ㈱ユニクロ営業部関西地区ブロックリーダー 

平成19年２月 当社入社、執行役員営業部長 

平成19年５月 当社取締役（現任） 

（注）１  － 

常務取締役 － 田中 浩志 昭和38年10月３日生

昭和61年４月 藤井㈱入社 

昭和64年１月 ㈱パオ入社 

平成５年３月 ㈱ファーストリテイリング入社 

平成10年９月 同社経理チームリーダー 

平成14年３月 迅銷（江蘇）服飾有限公司 董事（現任） 

平成18年４月 ㈱ユニクロ経理部長 

平成19年４月 ㈱ワンゾーン経営管理部長 

平成19年５月 当社取締役（現任） 

（注）１  － 

取締役 － 松村 洋祐 昭和７年３月９日生

昭和34年４月 玩具小売に従事 

昭和36年５月 個人経営の靴小売を創業 

昭和47年５月 当社設立、代表取締役社長 

平成９年７月 当社代表取締役会長 

平成12年８月 当社代表取締役社長 

平成19年５月 当社取締役（現任） 

（注）１  2,086,140 

取締役 － 柳井 正 昭和24年２月７日生

昭和47年８月 ㈱ファーストリテイリング入社 

昭和47年９月 同社取締役 

昭和48年８月 同社専務取締役 

昭和59年９月 同社代表取締役社長 

平成13年６月 ソフトバンク㈱取締役（現任） 

平成14年11月 ㈱ファーストリテイリング代表取締役会長 

平成15年10月 ㈱グローバルリテイリング代表取締役会長  

平成15年10月 ㈱グローバルインベストメント代表取締役会

長  

平成16年２月 ㈱リンク・ホールディングス（現㈱リンク・

セオリー・ホールディングス）代表取締役会

長  

平成16年11月 UNIQLO USA, Inc. Chairman（現任）  

平成17年３月 ㈱ワンゾーン代表取締役会長（現任）  

平成17年４月 ㈱リンク・セオリー・ホールディングス取締

役会長（現任） 

平成17年４月 FR FRANCE S.A.S. Chairman 

平成17年４月 GLOBAL RETAILING FRANCE S.A.S.（現UNIQL

O FRANCE S.A.S．）Chairman  

平成17年６月 スパークス・アセット・マネジメント投信㈱

（現スパークス・グループ㈱取締役）（現

任） 

平成17年９月 ㈱ファーストリテイリング代表取締役会長兼

社長（現任）  

平成17年９月 ㈱グローバルリテイリング代表取締役会長兼

社長  

平成17年９月 ㈱グローバルインベストメント代表取締役会

長兼社長  

平成17年11月 ㈱ユニクロ代表取締役会長兼社長（現任）  

平成17年11月 UNIQLO (U.K.) LTD. Chairman（現任）  

平成17年11月 UNIQLO HONG KONG,LIMITED 董事長（現任） 

平成18年２月 PETIT VEHICULE S.A.S. Chairman（現任） 

平成18年３月 ㈱ジーユー代表取締役会長（現任） 

平成18年５月 ㈱キャビン代表取締役会長（現任）  

平成18年５月 CREATIONS NELSON S.A. Chairman（現任） 

平成18年９月 ㈱グローバルリテイリング代表取締役（現

任） 

平成18年９月 ㈱グローバルインベストメント代表取締役

（現任）  

平成19年１月 当社取締役（現任）  

（注）１  － 

 



（注）１．任期は平成19年５月15日開催の定時株主総会から１年であります。 

２．任期は平成19年５月15日開催の定時株主総会から４年であります。 

３．任期は平成19年１月19日開催の臨時株主総会から４年であります。 

４．取締役柳井正、北野洋の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。  

    ５．監査役真鍋昌也、中務正裕及び新田幸弘の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

    ６．執行役員制度を導入しており、取締役以外の執行役員は以下４名であります。 

      執行役員 上田 哲久 

      執行役員 藤井 征男 

      執行役員 双田 雅人 

      執行役員 常谷 悟 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

取締役 － 北野 洋 昭和17年１月18日生

昭和40年３月 ㈱大丸入社  

平成８年１月 同社理事 東京店長  

平成９年５月 同社取締役  

平成13年５月 ㈱博多大丸取締役社長  

平成15年５月 ㈱大丸常務執行役員 

平成18年５月 同社監査役（現任）  

平成19年１月 当社取締役（現任）  

（注）１  1,000 

監査役 

（常勤） 
－ 真鍋 昌也 昭和16年７月25日生

昭和41年４月 ㈱大阪銀行（現㈱近畿大阪銀行）入行 

平成８年７月 ㈱だいぎん経営振興センター（現りそな総合

研究所㈱）常務取締役 

平成15年５月 当社監査役（現任） 

（注）２  － 

監査役 － 中務 正裕 昭和40年１月19日生

平成６年４月 中央総合法律事務所入所 

平成15年９月 弁護士法人中央総合法律事務所 社員弁護士

就任（現任） 

平成17年８月 米国Kirkland&Ellis LLP法律事務所シカゴ事

務所勤務 

平成18年４月 米国ニューヨーク州弁護士登録 

平成18年６月 浅香工業㈱監査役（現任） 

平成19年５月 当社監査役（現任） 

（注）２  － 

監査役 － 新田 幸弘 昭和40年３月29日生

昭和63年４月 ㈱日本債券信用銀行（現㈱あおぞら銀行）

入社 

平成12年10月 ㈱ファーストリテイリング入社 

平成16年２月 同社財務部長兼法務部長  

平成17年３月 ㈱ワンゾーン監査役（現任）  

平成17年９月 ㈱ファーストリテイリング執行役員（現

任） 

アスペジ・ジャパン㈱監査役（現任）  

平成18年９月 ㈱ユニクロ執行役員（現任） 

平成18年11月 ㈱ジーユー取締役（現任） 

平成19年１月 当社監査役（現任）  

（注）３  － 

        計 2,087,140 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスや内部統制の構築とともに、株主の権利と平等性を保護しながら、あらゆる

ステークホルダーとの円滑な関係の構築を通じて健全な経営の維持を促しております。コンプライアンスの強化に

つきましては、顧問弁護士、監査法人及び税理士等の外部の専門家と役員及び従業員とのディスカッションの機会

を充実させることで、社内のコンプライアンスに対する意識の向上を目指してまいります。情報開示につきまして

は、適正性及び迅速性を確保するための社内体制の整備を行いながら、説明責任の向上を図っております。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 当社の会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況は、有価証券報告書提出日現在、以下のとおりであ

ります。 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

・取締役会について 

 当社の取締役会は、経営環境の変化に即応した柔軟な経営の意思決定を行うことに加え、公正かつ透明性の高

い経営基盤の整備を図るべく、平成19年５月15日開催の定時株主総会において取締役を５名選任し、そのうち２

名を社外取締役と致しております。 

・執行役員について 

 当社は、迅速な意思決定を行えるフラットな組織づくりを目指し、４名の執行役員が重要部門の業務執行を分

担し効率的な経営に努めております。 

・監査役について 

 当社の監査役は、平成19年５月15日の定時株主総会において常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名の体

制を構築いたしました。なお、３名とも社外監査役であります。各監査役は取締役会に出席している他、業務、

会計の調査等を通じ、取締役の職務執行について監査を行っております。なお、毎月監査役会を開催し監査役相

互の意見交換を実施しております。また、内部監査室、監査役及び会計監査人は、必要に応じて打合せを行うな

ど相互連携を図っております。 

・内部監査について 

 経営の健全性を高めるために、代表取締役社長直轄の「内部監査室」による監査の充実を図り、室長１名、室

員１名の計２名により、全ての部門の業務全般について、会社の経営方針、職務分掌・職務権限等の社内諸規程

及びコンプライアンスの観点に照らし合わせ、その手続が妥当であるかについて内部監査を実施しております。

内部監査で問題点が発見された場合は、被監査部門に勧告等を行い、その後、改善状況等の確認を実施し、代表

取締役社長に報告しております。 



 概要については、次のとおりであります。 

② リスク管理体制の整備状況について 

  当社は事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられるもののうち、特に重要と考えられる事項を、

社内各部と調整し洗い出しを進めております。 

  これらの中で、特に経営方針に重要な影響があると思われる大規模小売店舗立地法等の規制の動向に留意し、

必要な対策を検討し、実施するなど、リスク管理体制の強化に努めております。今後とも、定期的にリスクの洗

い出しを行うとともに、可能な限りリスク発生を回避するための行動と、また、発生した場合にも影響を最小限

にコントロールできる体制の整備・強化に努めてまいります。 

③ 会計監査の状況について 

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は岩井伸太郎氏及び徳丸公義氏の２名であり、仰星監査法人に所属

しております。 

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補等４名であります。 

（注）当社の監査人である仰星監査法人は、平成18年10月１日付をもって監査法人芹沢会計事務所と統合し、名

称を東京北斗監査法人から仰星監査法人に変更しております。 

(3) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 平成19年２月期は、18回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決議するととも

に、各取締役の業務執行状況を監督しております。 

(4) 役員報酬の内容 について 

① 役員報酬及び監査報酬について 

  当事業年度における役員報酬及び仰星監査法人（前 東京北斗監査法人）に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。 

役員報酬   取締役に支払った報酬         67,292千円 

       （うち社外取締役）         （  924千円）  

       監査役に支払った報酬          6,360千円  



監査報酬   公認会計士法第２条第１項に  

       規定する業務に基づく報酬       10,000千円 

       上記以外の報酬             2,000千円  

（注）１ 当事業年度中の退任取締役６名（平成19年１月19日の臨時株主総会にて退任）と再任取締役２ 

     名、新任取締役３名（うち２名は社外取締役であります）に対する報酬額を含めております。 

      なお、社外取締役のうち１名は無報酬であります。 

   ２ 取締役の報酬額には使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含んでおりません。 

   ３ 社外監査役１名につきましては、無報酬であります。 

② 当事業年度中の臨時株主総会決議により支給した役員退職慰労金について 

   退任取締役４名に支払った役員退職慰労金    207,594千円 

  

(5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 当社の社外取締役は２名であります。なお、社外取締役１名は、当社の筆頭株主である株式会社ファーストリテ

イリングの代表取締役会長兼社長であります。また、社外取締役及びその近親者との取引関係はありません。 

 当社の社外監査役は３名であります。なお、社外監査役１名は、当社の筆頭株主である株式会社ファーストリテ

イリングの執行役員をしております。また、社外監査役及びその近親者との取引関係はありません。 

  

(6) 取締役の定数 

  当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第35期（平成17年２月21日から平成18年２月20日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第36期（平

成18年２月21日から平成19年２月20日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、第35期（平成17年２月21日から平成18年２月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第35期（平成17年２月21日から平成18年２月20日まで）の財務

諸表については、東京北斗監査法人の監査を受け、第36期（平成18年２月21日から平成19年２月20日まで）の財務諸

表については、仰星監査法人の監査を受けております。 

 なお、東京北斗監査法人は、平成18年10月１日付をもって監査法人芹沢会計事務所と合併し、名称を仰星監査法人

に変更しております。  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第35期 

（平成18年２月20日） 
第36期 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金 ※１   966,285     2,706,123  

２．売掛金     326,475     371,995  

３．未収入金   ※３   －     207,874  

４．未収法人税等      －     93,420  

５．商品     879,655     1,131,023  

６．貯蔵品     11,216     11,532  

７．前渡金     467     2,121  

８．前払費用     17,811     35,289  

９．繰延税金資産     49,149     52,617  

10．その他     9,635     6,224  

流動資産合計     2,260,697 43.2   4,618,222 59.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※１ 662,054     819,365    

減価償却累計額   424,871 237,182   483,617 335,748  

(2）構築物   790     790    

減価償却累計額   750 39   750 39  

(3）車両及び運搬具   17,600     17,600    

減価償却累計額   11,393 6,206   13,387 4,212  

(4）工具、器具及び備品   878,298     1,130,062    

減価償却累計額   523,504 354,794   613,955 516,106  

(5）土地 ※１   34,608     34,608  

(6）建設仮勘定     2,555     2,846  

有形固定資産合計     635,386 12.1   893,561 11.5 

２．無形固定資産              

(1）商標権     861     1,446  

(2）ソフトウェア     37,661     38,439  

(3）電話加入権     5,372     5,669  

無形固定資産合計     43,894 0.8   45,555 0.6 

 



   
第35期 

（平成18年２月20日） 
第36期 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     22,248     20,690  

(2）出資金     60     60  

(3）株主、役員又は従業
員に対する長期貸付
金 

    5,033     2,467  

(4）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

※１   23,707     23,707  

(5）長期前払費用     26,334     45,925  

(6）繰延税金資産     72,126     －  

(7）差入保証金 ※１   2,002,534     2,108,095  

(8）建設協力金     12,367     12,589  

(9）保険積立金     150,110     －  

(10）その他     3,610     3,602  

(11）貸倒引当金     △27,257     △27,291  

投資その他の資産合計     2,290,873 43.9   2,189,845 28.3 

固定資産合計     2,970,155 56.8   3,128,962 40.4 

資産合計     5,230,852 100.0   7,747,184 100.0 

               
 



   
第35期 

（平成18年２月20日） 
第36期 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形     1,559,093     1,686,071  

２．買掛金     263,757     291,358  

３．短期借入金 ※１   20,000     －  

４．１年内返済予定長期借
入金 

※１   480,560     322,054  

５．１年内償還予定社債     20,000     20,000  

６．未払金     284,836     254,728  

７．未払費用     62,394     71,698  

８．未払法人税等     207,500     －  

９．未払消費税等     30,357     －  

10．預り金     2,753     36,961  

11．賞与引当金     2,164     2,710  

12．ポイントカード引当金     9,744     20,926  

13．設備支払手形     88,364     229,425  

流動負債合計     3,031,525 58.0   2,935,933 37.9 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     30,000     10,000  

２．長期借入金 ※１   677,368     355,314  

３．繰延税金負債      －     6,402  

４．役員退職慰労引当金     176,919     －  

５．長期未払金     20,117     －  

固定負債合計     904,404 17.2   371,716 4.8 

負債合計     3,935,930 75.2   3,307,650 42.7 

               

 



   
第35期 

（平成18年２月20日） 
第36期 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   135,000 2.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   12,000     －    

資本剰余金合計     12,000 0.2   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   21,750     －    

２．任意積立金              

別途積立金   710,000     －    

３．当期未処分利益   405,891     －    

利益剰余金合計     1,137,641 21.8   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    10,280 0.2   － － 

資本合計     1,294,922 24.8   － － 

負債・資本合計     5,230,852 100.0   － － 

               
 



   
第35期 

（平成18年２月20日） 
第36期 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 1,661,855 21.5

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 1,664,855   

資本剰余金合計  － － 1,664,855 21.5

３．利益剰余金    

(1）利益準備金  － 21,750   

(2）その他利益剰余金    

別途積立金  － 960,000   

繰越利益剰余金  － 121,719   

利益剰余金合計  － － 1,103,469 14.2

株主資本合計  － － 4,430,179 57.2

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 9,355 

評価・換算差額等合計  － － 9,355 0.1

純資産合計  － － 4,439,534 57.3

負債純資産合計  － － 7,747,184 100.0

               



②【損益計算書】 

   
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     10,577,774 100.0   12,144,132 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品期首たな卸高   795,279     879,655    

２．当期商品仕入高   6,163,959     7,260,565    

合計   6,959,239     8,140,220    

３．商品期末たな卸高   879,655 6,079,583 57.5 1,131,023 7,009,197 57.7 

売上総利益     4,498,190 42.5   5,134,934 42.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売促進費   172,264     220,271    

２．広告宣伝費   －     163,152    

３．ポイントカード引当金
繰入額 

  9,744     11,182    

４．役員報酬   64,852     73,652    

５．給与手当   1,091,978     1,299,034    

６．賞与   151,680     114,822    

７．賞与引当金繰入額   2,164     2,710    

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

  8,245     －    

９．法定福利費   127,332     153,903    

10．旅費交通費   91,620     125,106    

11．賃借料   1,376,437     1,666,659    

12．水道光熱費   109,100     132,897    

13．支払手数料   93,182     127,194    

14．リース料   16,138     15,524    

15．減価償却費   206,283     273,167    

16．その他   434,215 3,955,240 37.4 548,475 4,927,753 40.6 

営業利益     542,950 5.1   207,180 1.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   200     1,549    

２．受取配当金   43     111    

３．仕入割引   35,717     39,383    

４．賃貸料収入   9,210     10,251    

５．事務代行料   128,297     139,423    

 



   
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

６．雑収入   9,025 182,494 1.7 4,648 195,368 1.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   26,653     18,739    

２．社債利息   176     114    

３．新株発行費   1,109     －    

４．株式交付費   －     117,275    

５．株式公開費用   5,730     16,520    

６．デリバティブ評価損   0     －    

７．雑損失   101 33,770 0.3 402 153,052 1.2 

経常利益     691,673 6.5   249,496 2.1 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   6     －    

２．保険解約返戻金   － 6 0.0 13,664 13,664 0.1 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※１ 15,030     31,208    

２．会員権評価損   90     7    

３．貸倒引当金繰入額   275     34    

４．役員退職慰労金   －     46,423    

５．店舗整理損 ※２ 4,557 19,952 0.1 17,831 95,505 0.8 

税引前当期純利益     671,727 6.4   167,655 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  324,961     55,084    

法人税等調整額   △12,371 312,590 3.0 75,693 130,778 1.1 

当期純利益     359,137 3.4   36,877 0.3 

前期繰越利益     46,754     －  

当期未処分利益     405,891     －  

               



③【株主資本等変動計算書】 

第36期（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

（注）平成18年５月19日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月20日 残高 
（千円） 

135,000 12,000 12,000 21,750 710,000 405,891 1,137,641 1,284,641 

事業年度中の変動額                

新株の発行（千円） 1,526,855 1,652,855 1,652,855         3,179,710 

別途積立金の積立て 
（千円） 

        250,000 △250,000 － － 

剰余金の配当（千円）
（注） 

          △60,750 △60,750 △60,750 

利益処分による役員賞与 
（千円）（注） 

          △10,300 △10,300 △10,300 

当期純利益（千円）           36,877 36,877 36,877 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 
（千円） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

1,526,855 1,652,855 1,652,855 － 250,000 △284,172 △34,172 3,145,537 

平成19年２月20日 残高 
（千円） 

1,661,855 1,664,855 1,664,855 21,750 960,000 121,719 1,103,469 4,430,179 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年２月20日 残高 
（千円） 

10,280 10,280 1,294,922 

事業年度中の変動額      

新株の発行（千円）     3,179,710 

別途積立金の積立て 
（千円）  

    － 

剰余金の配当（千円）（注）     △60,750 

利益処分による役員賞与 
（千円）（注） 

    △10,300 

当期純利益（千円）     36,877 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

△925 △925 △925 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△925 △925 3,144,612 

平成19年２月20日 残高 
（千円） 

9,355 9,355 4,439,534 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

１．税引前当期純利益   671,727 167,655 

２．減価償却費   206,283 273,167 

３．貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  275 34 

４．賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  △9 546 

５．ポイントカード引当金の
増減額（減少：△） 

  9,744 11,182 

６．役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  8,245 △176,919 

７．受取利息及び受取配当金   △244 △1,661 

８．支払利息   26,653 18,739 

９．社債利息   176 114 

10．固定資産除却損   15,030 31,208 

11．店舗整理損   － 12,100 

12．仕入割引   △35,717 △39,383 

13．事務代行料   △128,297 △139,423 

14．売上債権の増減額 
（増加：△） 

  79,310 △45,520 

15．たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △87,160 △251,682 

16．その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  △2,010 △109,732 

17．仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  435,037 340,102 

18．未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  2,983 △30,357 

19．その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  61,559 36,573 

20. 株式交付費    － 117,275 

21. 役員賞与の支払額    － △10,300 

22．その他   83 △50 

小計   1,263,671 203,667 

23．利息及び配当金の受取額   243 849 

24．利息の支払額   △26,797 △18,842 

25．法人税等の支払額   △321,051 △259,820 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  916,065 △74,145 

 



   
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

１．投資有価証券の売却によ
る収入 

  7 － 

２．有形固定資産の取得によ
る支出 

  △197,326 △385,727 

３．無形固定資産の取得によ
る支出 

  △10,621 △23,479 

４．貸付けによる支出   △1,200 － 

５．貸付金の回収による収入   628 2,677 

６．定期預金の純増減額 
（増加：△） 

  △26 △800,049 

７．保証金の差入による支出   △180,114 △359,703 

８．保証金の返還による収入   36,654 39,930 

９．建設協力金の差入による
支出 

  △12,367 － 

10．保険積立金の純増減額
（増加：△） 

  △9,088 150,168 

11．長期前払費用の取得によ
る支出 

  △20,888 △41,737 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △394,342 △1,417,921 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

１．短期借入の返済による支
出 

  － △20,000 

２．長期借入れによる収入    350,000 － 

３．長期借入金の返済による
支出 

  △566,178 △480,560 

４．社債の償還による支出   △20,000 △20,000 

５．株式発行による収入    － 3,062,434 

６．割賦債務の支払額   △90,519 △49,269 

７．配当金の支払額   △33,750 △60,750 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △360,447 2,431,855 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

  161,275 939,787 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  660,391 821,667 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※ 821,667 1,761,455 

       



⑤【利益処分計算書】 

   
第35期 

株主総会承認日 
（平成18年５月19日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     405,891 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   60,750  

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
10,300 
(800) 

 

３．任意積立金      

別途積立金   250,000 321,050 

Ⅲ 次期繰越利益     84,841 

       



重要な会計方針 

項目 
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法によ

り算定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 総平均法に基づく原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法を採用しております。 ― 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

 個別法に基づく原価法を採用して

おります。 

(1)商品 

同左 

  (2)貯蔵品 

 終仕入原価法に基づく原価法を

採用しております。 

(2)貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        ２～22年 

工具、器具及び備品 ３～15年 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

株式交付費 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 



項目 
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

  (2)賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち当期負担額に基づ

く金額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社内規に基づく期末要支給

見積額の100％相当額を計上しており

ます。 

  

  

(3)役員退職慰労引当金 

 ― 

 （追加情報）  

 従来、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、当社内規に基づく期末

要支給見積額の100％相当額を役員退

職慰労引当金として計上しておりま

したが、平成19年２月１日の取締役

会において、役員退職慰労金制度の

廃止を決定いたしました。また、平

成19年１月19日の臨時株主総会にお

いて退任取締役に対する退職慰労金

の支給が決議され、平成19年２月１

日の取締役会において具体的な金額

及び支給時期等を決定したため、役

員退職慰労引当金は全額取崩すとと

もに、再任された取締役に対する当

事業年度末時点の未払額15,748千円

は未払金に含めて計上しておりま

す。 

  (4)ポイントカード引当金 

 ポイントカードにより顧客に付与

されたポイントの利用に備えるため

に、期末において将来利用されると

見込まれる額を計上しております。 

(4)ポイントカード引当金 

  

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

― 

 



項目 
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

９．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジを採用して

おります。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについて

は特例処理によっております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左  

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  (3)ヘッジ方針 

 金利変動によるリスクを回避する

ためにヘッジを行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の条件に

該当するため、有効性の評価を省略

しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

表示方法の変更 

第35期 

（自 平成17年２月21日 

  至 平成18年２月20日） 

第36期 

（自 平成18年２月21日 

  至 平成19年２月20日） 

  ― （固定資産の減損に係る会計基準）  

  

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 ― （役員賞与に関する会計基準）   

  

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  ― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。  

  
 従来の資本の部の合計に相当する金額は、4,439,534千

円であります。  

  

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

第35期 

（自 平成17年２月21日 

  至 平成18年２月20日） 

第36期 

（自 平成18年２月21日 

  至 平成19年２月20日） 

  ― （貸借対照表） 

  

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「未収入金」は、当事業年度において資産

の総額の100分の１を超えたため区分掲記しております。

 なお、前事業年度末の「未収入金」は、8,270千円であ

ります。 

  ― （損益計算書） 

  

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「広告宣伝費」は、金額的重

要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度における「広告宣伝費」の金額は

7,148千円であります。 



追加情報 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

（ポイントカード引当金の計上基準） 

 従来ポイントカードにつきましては、ポイントの使

用時に売上高から控除しておりましたが、当事業年度

から有効ポイント残高を合理的に見積もることができ

るようになったことから、期末におけるポイント未使

用残高のうち将来使用されると見込まれる金額をポイ

ントカード引当金として計上することといたしまし

た。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、それぞれ

9,744千円減少しております。 

―  

  

  

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から実務対応

報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が15,462千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ同額減少しております。 

  ―  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第35期 
（平成18年２月20日） 

第36期 
（平成19年２月20日） 

※１ 担保に供している資産及び対応債務 ※１ 担保に供している資産及び対応債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 

現金及び預金（定期預金） 118,961千円

建物 6,923千円

土地 34,608千円

破産債権、再生債権、更生債権

その他これらに準ずる債権 
23,707千円

差入保証金 793,774千円

計 977,974千円

現金及び預金（定期預金） 119,006千円

建物      6,168千円

土地    34,608千円

差入保証金   391,378千円

計 551,161千円

対応債務 対応債務 

短期借入金 20,000千円

１年内返済予定長期借入金 448,768千円

長期借入金 611,679千円

計 1,080,447千円

１年内返済予定長期借入金  250,066千円

長期借入金   250,774千円

計 500,840千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２           ― 

授権株式数   普通株式 16,200,000株

発行済株式総数 普通株式 4,050,000株

  

  

※３           ― ※３ 未収入金の主な内容は、退店に伴う保証金返還額

186,542千円であります。 

 ４ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した貸借対照表上の純資

産額は10,280千円であります。 

 ４           ― 

  

 ５ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ５ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

  

当座貸越極度額 420,000千円

借入実行残高 20,000千円

差引額 400,000千円

  

当座貸越極度額  420,000千円

借入実行残高       －千円

差引額 420,000千円



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第36期（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加3,533千株は、平成18年４月13日付の有償一般募集（ブックビルディング方式に

よる募集）による増加1,000千株、平成18年11月13日付の第三者割当による増加2,533千株であります。  

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 4,966千円

工具、器具及び備品 9,516千円

その他 547千円

計 15,030千円

建物  15,085千円

工具、器具及び備品 15,692千円

その他    430千円

計 31,208千円

※２ 店舗整理損の内訳は次のとおりであります。 

vju:西神戸店の退店及びvju:天王寺店、

SHOES WORLD成田店の改装に伴う整理損でありま

す。 

※２ 店舗整理損の内訳は次のとおりであります。 

SHOES WORLD西新店、vju:鳴海店、vju:広島店及び

SHOES WORLD梅田店の退店並びにTRACKパンジョ

店、vju:名張店、vju:成田店、vju:高知店及び

vju:梅田店の改装に伴う整理損であります。 

建物等撤去費用他 4,557千円

計 4,557千円

建物等撤去費用他 17,831千円

計  17,831千円

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式        

普通株式 4,050 3,533 － 7,583 

合計 4,050 3,533 － 7,583 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月19日 

定時株主総会 
普通株式 60,750 15 平成18年２月20日 平成18年５月22日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年５月15日 

定時株主総会 
普通株式 37,915 利益剰余金 5 平成19年２月20日 平成19年５月16日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年２月20日現在） （平成19年２月20日現在） 

現金及び預金勘定 966,285千円

担保提供又は預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△144,618千円

現金及び現金同等物 821,667千円

現金及び預金勘定 2,706,123千円

担保提供又は預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△944,668千円

現金及び現金同等物  1,761,455千円



（リース取引関係） 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 該当する事項はありません。 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

20,226 20,226 － 

合計 20,226 20,226 － 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額  

 該当する事項はありません。  

(3)支払リース料及び減価償却費相当額  

支払リース料 3,584千円

減価償却費相当額 3,584千円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。        

 



（有価証券関係） 

第35期（平成18年２月20日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下落した場合、「著しく下落した」

ものと判断し減損処理を行っております。 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1)株式 4,932 22,248 17,316 

(2)債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 4,932 22,248 17,316 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1)株式 － － － 

(2)債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 － － － 

合計 4,932 22,248 17,316 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

7 6 － 



第36期（平成19年２月20日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下落した場合、「著しく下落した」

ものと判断し減損処理を行っております。 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

      該当する事項はありません。  

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1)株式 4,932 20,690 15,757 

(2)債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 4,932 20,690 15,757 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1)株式 － － － 

(2)債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 － － － 

合計 4,932 20,690 15,757 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１．取引の状況に関する事項  １．取引の状況に関する事項  

(1)取引の内容  

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利キャ

ップ取引及び金利スワップ取引であります。  

(1)取引の内容  

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(2)取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 

同左 

(3)取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っており、ヘッジ会計の方法については、「重要な会

計方針９．ヘッジ会計の方法」に記載しております。 

(3)取引の利用目的 

同左 

(4)取引に係るリスクの内容 

 金利キャップ取引及び金利スワップ取引は、市場金

利の変動によるリスクを有しております。なお、取引

の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、相

手先の契約不履行による信用リスクはほとんどないと

認識しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。なお、取引の契約先は、信用度の

高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によ

る信用リスクはほとんどないと認識しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

同左 

２．取引の時価等に関する事項   ２．取引の時価等に関する事項  

 当社の行っているデリバティブ取引は、ヘッジ会計

が適用されているため、記載の対象から除いておりま

す。  

  

同左  

  

第35期 

（自 平成17年２月21日 

    至 平成18年２月20日） 

第36期 

（自 平成18年２月21日 

    至 平成19年２月20日） 

―   該当する事項はありません。 



（税効果会計関係） 

第35期 
（平成18年２月20日） 

第36期 
（平成19年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （単位：千円）

繰延税金資産  

未払事業税損金不算入額 15,763 

未払賞与損金不算入額 24,526 

賞与引当金損金不算入額 879 

ポイントカード引当金損金不算入額 3,958 

貸倒引当金損金算入限度超過額 6,258 

役員退職慰労引当金損金不算入額 71,882 

その他 5,042 

繰延税金資産合計 128,311 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 7,035 

繰延税金負債合計 7,035 

繰延税金資産の純額 121,275 

  （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

繰越欠損金 27,700 

未払役員退職慰労金損金不算入額  6,398 

未払賞与損金不算入額 10,902 

賞与引当金損金不算入額 1,101 

ポイントカード引当金損金不算入額 8,502 

その他 2,680 

繰延税金資産（流動）計 57,285 

繰延税金負債（流動）   

未収事業税 4,667 

繰延税金資産（流動）の純額 52,617 

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額  6,272 

その他 1,024 

繰延税金資産（固定）小計  7,296 

評価性引当額 △7,296 

繰延税金資産（固定）計 － 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 6,402 

繰延税金負債（固定）計 6,402 

繰延税金負債（固定）の純額 6,402 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.1 

住民税均等割等 2.6 

同族会社の留保金に対する税額 3.0 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
46.5 

  （単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

住民税均等割等 32.9 

評価性引当額 4.4 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
78.0 



（持分法損益等） 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

 該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

第35期（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

２．被債務保証は、当社の店舗賃貸借契約に関する債務について債務保証を受けているものであります。  

債務保証に対して、保証料の支払及び担保の提供は行っておりません。  

第36期（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日）  

親会社及び法人主要株主等  

（注）平成18年10月26日付で業務・資本提携契約を締結しておりますが、当事業年度におきましては事業上の重要な取

引はありません。 

属性 氏名 
資本金又は
出資金 
（千円） 

職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員及び主要

株主 
松村 洋祐 － 

当社代表取

締役社長 

被所有 

直接58.9 
－ － 

被債務保

証 
4,230 － － 

属性 
会社等 
の名称 

住所  
資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の

関係会社 

㈱ファースト

リテイリング 

山口県 

 山口市  
10,273 

株式等

の保有

を通じ

た企業

グルー

プの統

括運営 

被所有 

直接33.4 

兼任 

２名 
－ 

第三者割

当増資 
2,203,710 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１株当たり純資産額 317.19円

１株当たり当期純利益金額 86.13円

１株当たり純資産額      585.45円

１株当たり当期純利益金額      6.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年11月25日付で株式１株につき15株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額            238.14円 

１株当たり当期純利益金額          62.83円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 
第35期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

当期純利益（千円） 359,137 36,877 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,300 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (10,300)  (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 348,837 36,877 

期中平均株式数（千株） 4,050 5,811 



（重要な後発事象） 

第35期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第36期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

 当社株式は平成18年４月14日に、㈱ジャスダック証券

取引所に上場いたしました。 

 上場にあたり、平成18年３月10日及び３月27日開催の

取締役会において、下記のとおり新株式の発行を決議

し、平成18年４月13日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年４月13日付で資本金は560,000千

円、発行済株式総数は5,050,000株となっております。 

①募集方法    ：一般募集 

（ブックビルディング方式によ

る募集） 

②発行する株式の種類及び数 

：普通株式1,000,000株 

③発行価格    ：１株につき1,050円 

一般募集はこの価格にて行いま

した。 

④引受価額    ：１株につき 976円 

この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として

受取った金額であります。な

お、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金と

なります。 

⑤発行価額    ：１株につき850円 

（資本組入額 425円） 

⑥発行価額の総額 ： 850,000千円 

⑦払込金額の総額 ： 976,000千円 

⑧資本組入額の総額： 425,000千円 

⑨払込期日    ：平成18年４月13日 

⑩配当起算日   ：平成18年２月21日 

⑪資金の使途   ：設備資金 

 該当する事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。 

３．長期前払費用の差引当期末残高の（ ）内の数字は内数で、一年内費用化額であり流動資産の前払費用に含

めて計上しております。 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱りそなホールディングス 37.5 12,900 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 3.25 4,875 

アシックス商事㈱ 1,000 1,400 

イオンモール㈱ 200 708 

ダイヤモンドシティ㈱ 150 807 

計 1,390.75 20,690 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 662,054 213,773 56,462 819,365 483,617 100,121 335,748 

構築物 790 － － 790 750 － 39 

車両及び運搬具 17,600 － － 17,600 13,387 1,993 4,212 

工具、器具及び備品 878,298 309,381 57,617 1,130,062 613,955 132,377 516,106 

土地 34,608 － － 34,608 － － 34,608 

建設仮勘定 2,555 11,268 10,978 2,846 － － 2,846 

有形固定資産計 1,595,907 534,423 125,058 2,005,271 1,111,710 234,492 893,561 

無形固定資産              

商標権 1,242 736 － 1,978 532 150 1,446 

ソフトウェア 89,809 22,652 － 112,461 74,021 21,873 38,439 

電話加入権 5,372 297 － 5,669 － － 5,669 

無形固定資産計 96,423 23,685 － 120,109 74,553 22,024 45,555 

長期前払費用 83,045 41,737 21,204 103,579 39,519 16,650 64,059 
(18,134)

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 新規出店19店舗及び改装店舗２店舗に係る内装設備 211,278千円

工具、器具及び備品 新規出店19店舗及び改装店舗２店舗に係る内装設備 264,233千円
  本社コンピュータ設備 38,016千円

ソフトウェア 就業管理システムソフト開発費及びインフラ整備の

投資 

 

10,963千円

  ネット販売システムソフト開発の投資 7,007千円

建物 退店４店舗、改装３店舗に係る内装設備の除却 56,462千円

工具、器具及び備品 退店４店舗、改装３店舗に係る内装設備の除却 54,376千円



【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

【引当金明細表】 

（注）ポイントカード引当金の「当期減少（その他）」欄の金額は、洗替えによるものであります。  

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第２回無担保社債 平成15年３月27日 
50,000 

(20,000)

30,000 

(20,000)
0.31 なし 平成20年３月27日

合計 － 
50,000 

(20,000)

30,000 

(20,000)
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

20,000 10,000 － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 20,000 －   － 

１年以内に返済予定の長期借入金 480,560 322,054 1.72 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。） 
677,368 355,314 1.55 

平成20年２月～ 

平成22年９月 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,177,928 677,368 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 214,638 112,572 28,104 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 27,257 34 － － 27,291 

賞与引当金 2,164 2,710 2,164 － 2,710 

ポイントカード引当金 9,744 20,926 － 9,744 20,926 

役員退職慰労引当金 176,919 － 176,919 － － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 15,401 

預金の種類  

当座預金 755,183 

普通預金 54,372 

定期預金 1,881,165 

小計 2,690,721 

合計 2,706,123 

相手先 金額（千円） 

イオンモール㈱ 72,274 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 35,086 

㈱ダイヤモンドシティ 27,986 

イオン㈱ 22,905 

㈱マイカル 22,617 

ユニー㈱ 13,863 

その他 177,261 

合計 371,995 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

2 
────── 

(B) 
───── 

365 

326,475 11,731,239 11,685,719 371,995 96.91 10.86 



ハ．商品 

ニ．貯蔵品 

② 固定資産 

イ．差入保証金 

③ 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

品目 金額（千円） 

婦人靴 552,819 

紳士靴 135,558 

スニーカー 427,713 

その他 14,932 

合計 1,131,023 

区分 金額（千円） 

袋 10,219 

備品関係 1,141 

その他 170 

合計 11,532 

相手先 金額（千円） 

イオンモール㈱ 272,470 

イオン㈱ 199,471 

ユニー㈱ 176,196 

㈱イトーヨーカ堂 172,495 

ダイヤモンドシティ㈱ 149,613 

その他 1,137,849 

合計 2,108,095 

相手先 支払手形（千円） 設備手形（千円） 

㈱ファースト － 173,337 

㈱エスエスケイ 145,278 － 

㈱ヒューマンカンパニー 133,537 － 

㈱ワンダーフォー 123,758 － 

㈱イナリヤ 118,086 － 

スタッフ（個人経営） 111,059 － 

その他 1,054,350 56,087 

合計 1,686,071 229,425 



期日別内訳 

ロ．買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

期日別 支払手形（千円） 設備手形（千円） 

平成19年３月 541,757 49,227 

４月 427,006 57,242 

５月 442,403 57,557 

６月 267,233 40,932 

７月以降 7,670 24,465 

合計 1,686,071 229,425 

相手先 金額（千円） 

スタッフ（個人経営） 37,855 

㈱エスエスケイ 27,004 

金城秀商店（個人経営） 25,433 

㈱ヒューマンカンパニー 22,328 

トゥインクルジャパン㈱ 17,564 

その他 161,171 

合計 291,358 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．平成19年５月15日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、定時株主総会は次のとおりとなりまし

た。 

毎事業年度末の翌日から３か月以内 

２．単元未満株主の権利制限 

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を行使することができない。 

①会社法第189条第２項各号に揚げる権利 

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ２月21日から２月20日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内（注）１ 

基準日 ２月20日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
２月20日 

８月20日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １株につき300円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

平成18年３月10日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年３月28日及び平成18年４月５日近畿財務局長に提出。 

平成18年３月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

平成18年４月14日近畿財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）の規定に基づく臨時報

告書であります。 

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第35期）（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）平成18年５月19日近畿財務局長に提

出。  

(5) 有価証券届出書（第三者割当増資）  

平成18年10月26日近畿財務局長に提出。  

(6) 臨時報告書   

平成18年11月13日近畿財務局長に提出。  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）の規定に基づく臨時報

告書であります。  

(7) 半期報告書  

第36期中（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日）平成18年11月16日近畿財務局長に提出。 

(8) 半期報告書の訂正報告書  

平成18年11月24日近畿財務局長に提出。  

第36期中（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(9) 臨時報告書  

平成19年１月19日近畿財務局長に提出。  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であ

ります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年５月19日

株式会社ビューカンパニー    

  取締役会 御中  

  東京北斗監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩井 伸太郎  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 徳丸 公義   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ビューカンパニーの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ビューカンパニーの平成18年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年５月15日

株式会社ビューカンパニー    

  取締役会 御中  

  仰星監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩井 伸太郎  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 徳丸 公義   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ビューカンパニーの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ビューカンパニーの平成19年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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